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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する定性的情報

  当第1四半期連結累計期間（平成27年1月1日から平成27年3月31日)の当社グループの業績は、平成26年7月1日に

行なった中央電気工業株式会社(以下、「中央電気工業」という。)との経営統合による事業規模の拡大が売上増加

に貢献したこと等により、売上高は21,586百万円（前年同期は12,811百万円）、営業利益は 923百万円（前年同期

は298百万円）、経常利益751百万円（前年同期は22百万円）、四半期純利益は572百万円（前年同期は四半期純損

失31百万円）となりました。

  セグメントの業績は次のとおりであります。

（合金鉄事業）

  日本経済は、自動車生産の回復遅れや建築着工に落ち込みがみられるものの、昨年の消費税増税による停滞から

徐々に回復に向かっています。鉄鋼需要は高水準で推移した昨年の1-3月期に比べると低下しており、2015年1-3月

の国内粗鋼生産は、前年同期比3%減の2,675万トンとなりました。

  海外につきましては、米国経済は引き続き堅調に推移している反面、欧州経済の回復への動きは依然鈍く、中国

経済の減速も一層鮮明になってきています。その他新興国の経済も勢いを欠いており、全体として先行きには不透

明感があります。こうした中、1-3月の世界65ヵ国における粗鋼生産は3億9,994万トンと前年同期比で1.7%の減少

となりました。成長減速が強まる中国は、2億1万トンと前年同期に比べ1.4%減となりました。

  足下、国内の鉄鋼需要はやや伸び悩んでおり、海外においては原油安に伴うエネルギー関連事業向けの減少やア

ジア地域での需給の緩みなども懸念されるため、今後の経済情勢並びに需給動向については引き続き注視が必要で

す。

  当事業の2015年1-3月期の業績は、中央電気工業との経営統合により高炭素フェロマンガンの販売数量が増加し

たため、前年同期に比べ売上高、営業利益ともに増加しました。

 

（機能材料事業）

  フェロボロンの販売はアモルファス向けが減少し、前年同期を下回りました。

 酸化ジルコニウムの販売は電子部品向けが堅調に推移し、ほう素の販売も堅調だったことから、いずれも前年同

期を上回りました。

 マンガン酸リチウムの販売は自動車用向けの出荷が減少し、前年同期を大きく下回りました。

 また、経営統合により連結子会社となった中央電気工業のハイブリッド自動車向けニッケル水素電池用水素吸蔵

合金及び磁石用合金は堅調に推移しました。

 それらの結果、中央電気工業との経営統合による売上増加を主たる要因として当事業の売上高は大幅に増加しま

したが、営業利益は減少しました。

 

（環境システム事業）

  主要顧客である表面処理業界においては厳しい環境が継続しているものの、自動車・航空機部品および産廃処分

場関連の新規契約増が見られました。これらの効果が寄与し、売上高、営業利益ともに前年同期比増となりまし

た。

 

（その他の事業）

  その他の事業は、前年同期比で売上高は若干増加しましたが、営業利益は減少しました。

 

（２）連結業績予想に関する定性的情報

  業績予想につきましては、平成27年２月12日に発表の数値を変更しておりません。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日公表分。

以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げら

れた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、

従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの

金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が153百万円増加し、退職給付に係る負債が

555百万円減少するとともに、利益剰余金が458百万円増加しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業

利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 9,507 12,462 

受取手形及び売掛金 31,469 27,953 

商品及び製品 13,042 15,556 

仕掛品 432 370 

原材料及び貯蔵品 13,964 14,573 

繰延税金資産 544 494 

その他 4,175 3,363 

貸倒引当金 △19 △223 

流動資産合計 73,117 74,551 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 8,117 7,997 

機械装置及び運搬具（純額） 10,263 9,631 

土地 5,791 5,791 

建設仮勘定 71 239 

その他（純額） 410 397 

有形固定資産合計 24,654 24,056 

無形固定資産 101 96 

投資その他の資産    

投資有価証券 16,030 16,008 

繰延税金資産 571 205 

退職給付に係る資産 1,123 1,249 

その他 1,123 865 

貸倒引当金 △210 △4 

投資その他の資産合計 18,637 18,323 

固定資産合計 43,393 42,476 

資産合計 116,511 117,027 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 13,800 11,630 

短期借入金 3,700 8,200 

1年内返済予定の長期借入金 638 1,638 

未払法人税等 236 105 

繰延税金負債 0 0 

設備関係支払手形 468 285 

役員賞与引当金 32 8 

事業整理損失引当金 1,130 858 

その他 4,683 3,840 

流動負債合計 24,692 26,568 

固定負債    

長期借入金 9,130 8,085 

繰延税金負債 1,044 958 

環境対策引当金 105 105 

退職給付に係る負債 2,232 1,595 

その他 709 668 

固定負債合計 13,222 11,413 

負債合計 37,914 37,981 

純資産の部    

株主資本    

資本金 11,026 11,026 

資本剰余金 21,524 21,524 

利益剰余金 44,388 44,686 

自己株式 △201 △202 

株主資本合計 76,737 77,035 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,295 1,474 

繰延ヘッジ損益 △80 △7 

為替換算調整勘定 554 511 

退職給付に係る調整累計額 △135 △137 

その他の包括利益累計額合計 1,635 1,840 

少数株主持分 224 169 

純資産合計 78,596 79,046 

負債純資産合計 116,511 117,027 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    (単位：百万円) 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高 12,811 21,586 

売上原価 11,160 19,048 

売上総利益 1,650 2,538 

販売費及び一般管理費 1,352 1,614 

営業利益 298 923 

営業外収益    

受取利息 3 0 

受取配当金 0 0 

物品売却益 0 57 

その他 47 21 

営業外収益合計 51 80 

営業外費用    

支払利息 18 55 

持分法による投資損失 7 79 

支払手数料 8 10 

物品売却損 72 73 

その他 221 35 

営業外費用合計 326 253 

経常利益 22 751 

特別利益    

固定資産売却益 － 3 

投資有価証券売却益 － 1 

負ののれん発生益 66 53 

特別利益合計 66 58 

特別損失    

固定資産除却損 129 66 

減損損失 － 7 

特別損失合計 129 73 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△40 735 

法人税、住民税及び事業税 15 106 

法人税等調整額 △26 54 

法人税等合計 △10 160 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△） 
△29 575 

少数株主利益 1 2 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △31 572 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△） 
△29 575 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △418 179 

繰延ヘッジ損益 46 72 

為替換算調整勘定 △51 △36 

退職給付に係る調整額 － △2 

持分法適用会社に対する持分相当額 △6 △17 

その他の包括利益合計 △430 196 

四半期包括利益 △459 771 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △460 778 

少数株主に係る四半期包括利益 1 △6 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注） 

 
合金鉄 
事業 

機能材料
事業 

環境 
システム 
事業 

その他の 
事業 

計 

売上高              

外部顧客への売

上高 
8,461 2,038 347 1,964 12,811 － 12,811 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

36 54 5 638 733 △733 － 

計 8,497 2,092 352 2,602 13,544 △733 12,811 

セグメント利益又

は損失（△） 
△75 245 72 55 298 － 298 

（注）報告セグメント利益又は損失（△）の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（重要な負ののれん発生益） 

 負ののれん発生益については、報告セグメントに配分しておりません。 

 なお、当第１四半期連結累計期間に当社が連結子会社株式を追加取得したことによ

り、負ののれん発生益66百万円を特別利益に計上しております。 

 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注） 

 
合金鉄 
事業 

機能材料
事業 

環境 
システム 
事業 

その他の 
事業 

計 

売上高              

外部顧客への売

上高 
13,461 5,759 356 2,009 21,586 － 21,586 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

50 47 5 609 713 △713 － 

計 13,511 5,807 362 2,619 22,300 △713 21,586 

セグメント利益 617 181 87 37 923 － 923 

（注）報告セグメント利益の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（重要な負ののれん発生益） 

 負ののれん発生益については、報告セグメントに配分しておりません。 

 なお、当第１四半期連結累計期間に、当社の連結子会社である中央電気工業㈱が、連

結子会社株式を追加取得したことにより、負ののれん発生益53百万円を特別利益に計上

しております。 
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